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遠洋漁業の町、陸前高田市の復興 
―環境未来都市の選定を受けて 
 
福島 義和 
 
はじめに 
 
人口減少が続く陸前高田市は現在（2014.3.1）人口が 19,436 人、ついに 2 万の大台をきって
しまった（明治 22 年より 4 千人以上少ない）。震災以降、人口流出が止まらず、人口減少率は
16.6%である。しかし現実はもう少し厳しく、東日本大震災（2011.3.11）以前から人口減少は始
まっており1）、2000～2010 年の 10 年間の人口減少率は 9.3%で、岩手県の 6.1%をはるかに上回っ
ている（図１）。人口減少の理由は高校を卒業する際に、進学先や就職先を域外に求めることと、
Ｕターンが少ないことである2）。さらに陸前高田市は岩手県沿岸市町村の中で高齢者の人口比
率もきわめて高い（34.9%、2010）。 
 
図１ 岩手県沿岸都市の人口推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）平成 22 年国勢調査などより作成 
                                                     
1）すでに震災で発生する以前から、被災地域にある集落の多くは過疎化・高齢化しており、限界集落化す
るのは時間の問題である（天野徹、2012）、といった指摘もある。 
2）井上博夫（2010）「津波被災地の姿と課題―岩手県沿岸部から―」建築とまちづくり 9 月号 
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 陸前高田市は昭和の時代まではマグロ・カツオ等の巻き網船団の基地であったが、近年はホ
タテガイ、ワカメ、ノリさらには高級食材のエゾイシカゲガイの養殖業が発達しており、定置
網漁とともに力を注いでいた時に、東日本大震災が起こった。そして大槌町と並んで、陸前高
田市も人口の約１割に当たる市民（1555 人の死亡、232 人の行方不明、2012 年）が犠牲者となっ
た。被災自治体の中では、1787 人は最も高い数字である。当該市は、県内の他の沿岸市町村が
狭い平野部しかないのとは異なり、平野部が大きく開けており、住宅や商店が十分に発達して
いた。一方、広田湾に臨む約 2 ㎞の高田松原は、１日３万人を超える海水浴客で賑わっていた
市民の憩いの空間であった。 
 
Ⅰ 総事業費 1600 億の被災地最大の復興事業と陸前高田市 
 
 
 
 
 
 
 
 写真 丘陵地の土砂を運ぶベルトコンベア 写真 ベルトコンベアで運ばれた 
 （2014.8.27） 土砂で作られた盛り土 
 
 初めて陸前高田市を訪れて呆然とした。それは写真に見られるように、平野部に迷路のよう
にベルトコンベヤーが山の方から平野部に向けて伸びている光景である。他の沿岸市町村とは
明らかに違ったものである。同時に 10 メートルを超す「試験盛り土」（地盤がどの程度沈下す
るのか市が調査）も見受けられた。この高さが将来の街の高さになる。しかし、盛り土に刻ま
れた数多くの亀裂には少し不安がよぎる。多くの被災者がかさ上げに大きな不安を覚えるのも
当然であろう。 
 陸前高田市における現在の仮設住宅（2013.3）は、2168 戸で 5266 人が生活している。家屋
の倒壊数は 3341 棟である。当該市は高台や平野部を盛り土で造成した後、住宅建設を計画して
いる。この計画について、筆者は２つの大きな課題があると考える。 
一つは被災住民が積極的に移転、特に高台移転3）を強く望んでいないのではないかというこ
                                                     
3）高台移転ではなく、かさ上げされた造成地への防災集団移転促進事業（国土交通省）では、宮城県岩沼
市の玉浦西地区のように、住民の合意形成を徹底し、避難所や仮設住宅への入居は集落単位を基本とし、
移転先もあえて浸水区域を選択したのも市民自らの意志であった。そして「まちづくり検討委員会」では
公園の配置から景観ルールまで作成した。スピード感をもって、市と対等の立場で臨んだ住民の活躍が大
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とである。その理由は二重ローン（債務）、職住分離、土地所有権の確定の長期化などである。
他の一つは早くて完成まであと３年の歳月が必要な盛り土事業に関するものである。市から業
務委託を受けている都市再生機構（UR）も、約 120 ヘクタールという被災地最大の商業エリア
や住宅地の建設には驚きが隠せない。山地から大量の土砂をベルトコンベアで運び、大規模開
発に着手しており、市の中心部の２地区では、東京ドーム９杯分に相当する 1100 万立方メート
ルの土を高さ 9～14 メートルまで盛る（図２．図３）。この盛り土の作業が 2014 年の 8 月から
始まっているが、前述したような亀裂の問題4）、1600 億円とも言われている巨額な復興事業費、
そして UR 自身が指摘しているように盛り土工事は宅地造成等規制法施行令で、雨水や地下水
による地盤沈下を防ぐため、約 30 センチ以下の厚さで土を固めるなどの工法が定められている。
ただ、造成地は必ずしも「宅地」に限らないため、造成基準は発注者が定めるのが一般的で、
UR も独自の仕様書で基準を設けている（朝日新聞、2014.7.9 等を基に作成）。この UR の説明
に基づけば、「宅地」以外に利用される造成地には多少の危険性が含まれるとも解釈できる。も
ちろん、防潮堤や防潮林、避難タワー・避難ビル、高台公園などのハードな減災対策と同時に、
コミュニティの再生（特に「講」や「消防団」のようなローカルコミュニティの復活・強化）
やハザードマップ、避難経路の確認、タイムラインなどの避難訓練、防災教育などもソフトな
減災対策として重要な課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 図２ かさ上げ予定地（朝日新聞、2014.7.9） 図３ 陸前高田市の盛り土のイメージ 
 
                                                                                                                                          
規模移転の先頭を走ることにつながった。2015 年の春には全ての入居予定者がそろう見通しだが、今後は
６つの集落が一つになる「コンパクトシティ」への挑戦が続くことになる（朝日新聞、2014.12.13 等を基
に作成）。 
4）盛り土に対しては次のような２つの見解がある。 
一つは、盛り土はボーリングによる地質調査で安定性を確かめ、厚さ 30 センチごとに土を盛り、ロー
ラーで締め固める。盛り土が崩れやすくなるのり面の地中にセメント固化剤を入れ、のり面を横から支
える盛り土も追加するなど、最高水準の工法が採用される（都市再生機構）。→安全である 
一方、数十年後に盛り土内部の配水管の老朽化などで地盤が弱まる可能性を指摘。メンテナンスを含
め将来の安全を担保する仕組みが必要（京大防災研の釜井俊孝教授）。→不安である 
－ 101 － 
Ⅱ 多重防災型まちづくりと都市再生 
 
 激甚災害であった今回の震災では、阪神大震災と比較しても仮設住宅や宅地造成の大幅な遅
れは明らかである（表２）。死者・行方不明者は阪神大震災の約３倍、経済被害は約２倍、そし
て約９割が水死であった（表２）。風光明媚な三陸海岸が、津波の災害にまたしても屈したので
ある。広範囲な被害からの復旧・復興には、国家と地方自治体の真の連携が必要であり、東日
本大震災復興基本法の理念5）が絵に描いた餅にならないことを願うばかりである。はたして陸
前高田市がアベノミックスの地方創生モデルになりえるのか。 
 
表１ 三大震災の比較 
関東大震災 
（M7.9） 
阪神大震災 
（M7.3） 
東日本大震災 
（M9.0） 
発生 
1923 年 9 月 1 日 
午前 11 時 58 分 
1995 年 1 月 17 日 
午前 5 時 46 分 
2011 年 3 月 11 日 
午後 2 時 46 分 
死者・行方不明者 
約 10 万 5 千人 6437 人 1 万 8498 人 
経済被害 
6 兆 9 千億円 9 兆 6 千億円 16 兆 9 千億円 
主な特徴 
９割が焼死。同時多
発した火災が接近す
る台風の強風で広が
る 
８割が建物や家具に
よる圧死。老朽化し
た木造住宅やアパー
トの倒壊が相次ぐ 
９割が水死。避難の
遅れ、過去の津波被
害の教訓を生かせず
帝都復興計画が財政
難などから縮小。区
画整理など限定的に
初動の遅れ、自治体
と自衛隊の連携不足
仮設住宅整備や宅地
造成の遅れ、コミュ
ニティーの分断 
シンポジウム資料などから。カッコ内は地震の規模を示すマグニ
チュード。東日本大震災の死者・行方不明者は 8 月現在。関東大震
災の経済被害は岡崎哲二東京大教授による 2010 年価格への換算 
（出所）朝日新聞 2014.9.9. 
 
 岩手県では 2011 年８月に『岩手県東日本大震災津波復興計画 復興基本計画（案）～命を守
り 海と大地と共に生きる ふるさと岩手・三陸の創造～』を提案している。震災５か月後であ
る。防災都市と暮らしの再建、そして水産業の再生の３本柱である。 
                                                     
5）「単なる災害復旧にとどまらない活力ある日本の再生を視野に入れた抜本的な対策」（東日本大震災復興
基本法） 
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 本稿では産業の再生には言及しないが6）、復興基本計画の３本柱の前者２点を考察する。概
ね百数十年程度の頻度で起こり得る津波に対して、岩手県はハード整備およびソフト対策の組
み合わせた多重防災型のまちづくりをグランドデザインの視点にしている。そのデザインは地
域の歴史や文化、地理的・社会的条件や被災状況に応じたものである。そのために、被災地域
における被災程度と土地利用形態から被災類型を４分類し（図４）、(A)(B)(C)の三つの復興パ
ターンを抽出した。壊滅状態の陸前高田市は都市再生型の復興パターン(A)に該当する。多重防
災型まちづくりをより詳細に平面と断面のイメージで示したのが、図５、図 6 である。津波に
対し、防潮林、防潮堤、津波避難ビルなどで防災を行い、続いて面的かさ上げで住宅、公園、
商業施設などを配置し、さらには高台に住宅などを移転させる。何段階にも防災機能を重ねる
ことにより、多重防災型のまちを形成し、住民の生命と財産を確実に守る戦略である。もちろ
んコンパクトな都市形成や自然環境との共生戦略7）なども重要であるが、まちづくりとしては
多重防災による都市再生が基本的な戦略である。「防災都市と暮らしの再建」という復興型都市
再建が期待される。 
 
 
被災程度 
全域被災（大）   臨海部被災（中） 
土地利用形態
 
     
都市型 都市機能壊滅   都市機能の一部喪失 
 ↓   ↓ 
 (A)都市再生型   (B)都市再建型 
集落型 集落壊滅   集落の一部喪失 
     
 (C)集落移動型、集落内再編型 
図４ ３つの復興パターン 
（出所）岩手県（2011）『復興基本計画（案）』p18.一部修正 
                                                     
6）以下の２冊が産業再生を含め震災文献としては優れている。 
① 梶秀樹、和泉潤、山本佳世編（2012）『東日本大震災の復旧・復興への提言』技報堂出版。 
② 立命館大学経済学会（2013）「特集 東日本大震災からの経済復興－気仙地区を中心に」立命館經濟学 
第 62 巻 第 2 号。 
7）被災地域を支えていたのは第一次産業であることを強く意識しつつ、グリーン・インフラ（森林、農地、
緑地など第一産業の発展と生態系維持に寄与する緑の土地資源と、防災、エネルギーなど都市経済に寄与
する自然親和型都市インフラによって構成される。河川や海、街道などを通じて互いにネットワーク化さ
れ、健康増進、気象ミチゲーションなど多様な機能を保持しながら、新たな経済活動のための投資を呼び
込む基盤）の整備をまち再生の戦略にする（谷下雅義、陸前高田 まちの再生とその支援 Chuo Online 
2011）。 
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図５ 多重防災型まちづくりの平面イメージ 
（現地視察当日の配布資料） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 多重防災型まちづくりの断面イメージ 
（現地視察当日の配布資料） 
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Ⅲ 社会的排除・包摂と環境未来都市8）への期待 
 
 東日本大震災の現在（2014.3.10）の避難者総数は 267,419 人である。陸前高田市はすでに死
者・行方不明者が岩手県では最大数だと指摘したが、さらに驚いたことに約 23％（411 人、2014
年）が避難所で亡くなっている事実である。 
海から 1.2 キロ、標高約 2 メートルに位置する市民体育館（避難所）9）で 100 人以上の死者が
出た記憶はまだ新しい。被災語り部の釘子明氏は、「避難所への市民の無関心さ」を嘆いている。
一方的な行政任せでは、避難所や被災地での情報伝達や相互扶助の円滑化は困難である。住民
が自ら主体的に関わり、将来に向けて希望をもって生活再建を進めることができる環境が望ま
しい。つまり、災害復興時に行政が上から押し付けるのではなく、成熟した市民たちが行政や
NPO などとの協働関係を構築しつつ10）、災害弱者などを社会的に排除するのではなく、社会の
主流に向けてどのように社会的に包摂していくのかが問題になる。換言すれば、災害復興は「新
しい公共」が育つ一つの機会かもしれない。 
陸前高田市の仮設居住者は、間もなく厳しい４度目の冬を迎える。災害公営住宅の建設完了
が 2016 年度末と報じられている。やはり公営住宅建設のスピード感には不安と不満が残る。持
家再建支援と並行して公営住宅建設は住宅政策の両輪として実施されるべきである（平山洋介、
2013）11）。住宅取得の困難な人への持続的な支援が必要である。災害復興時には、社会的包摂の
政策が特に必要であり、社会とのつながりの希薄さや社会保障などの公的支援制度から抜け落
ちていく危険性が増幅される。 
最後に陸前高田市は 2011 年 12 月に気仙広域環境未来都市（大船渡市、住田町と共に）とし
て内閣府から選定されている。つまり、復興計画と並行して「環境・超高齢化対応等に向けた、
人間中心の新たな価値を創造する都市」を基本コンセプトに、環境、社会、経済の三つの側面
からイノベイティブに価値が創造される都市を目指している。その都市は、持続可能な社会経
済システム12）を構築しつつ、人々の生活の質 Quality of Life を高めることを求められている。
陸前高田市は環境未来都市構想が復興計画に有効であることを証明しなければならない。 
 
                                                     
8）内閣官房地域活性化統合事務局（2011）「環境未来都市」構想 
9）市民体育館など犠牲者が出た震災遺構はほとんどが復興工事のために消失しました。震災遺構は、語り
部がいなくてもそれ自体が教訓を語るものです（朝日新聞 2014.9.11） 
10）拙稿（2011）「地域コミュニティの形成と「つながり」」（徳田賢二、神原理編『市民のためのコミュニティ・
ビジネス入門』専修大学出版会、所収） 
11）平山洋介（2013）「「土地・持家被災」からの住宅再建」（平山洋介・斎藤浩編『住まいを再生する―東北
復興の政策・制度論』岩波書店、所収） 
12）拙稿（2012）「持続可能な地域社会の構築に向けて－生物多様性から社会的多様性へ」（泉貴久・梅村松秀
・福島義和・池下誠編『社会参画の授業づくり―持続可能な社会に向けて－』古今書院、所収） 
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Ⅳ 復興計画の加速度化に向けて－国家、基礎自治体、そして市民との連携強化 
 
 無情にもすべての被災地に４年近くの歳月が過ぎて行った。重い腰をあげた国家が本格的に
動き出した。被災商店街の再建に、復興庁が建設費の４分の３を補助する制度が開始された
（2014 年 12 月）。その最初の適用地域が宮城県女川町の壊滅した中心部に位置する商店街であ
る。阪神大震災と比較すると、地震の規模（津波の有無を含む）、土地所有、地形条件などを考
慮しても、やはり今回の東日本震災の復興計画にはスピード感がない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７ 陸前高田市の中心市街地ゾーニング案の一部（陸前高田商工会、2013） 
 
 図７は、陸前高田市の中心市街地のゾーニングプランである13）。明らかに魅力ある中心市街
地の復興と防災を強く意識したプランである。2013 年３月 27 日に陸前高田商工会商工業復興
ビジョン推進委員会が市に提示・提言したものである。女川町同様、商業施設をつくり、賑わ
                                                     
13）一般的に被災した市街地の復興には、三つに大別できる。一つは市街地を被災前と全く同じように復元
する。ナチスに焼かれた東欧の都市が該当する。二つ目は市街地を別の場所に移転する。最後は被災市街
地と同じ場所に、区画整理事業等を実施し、災害に強い防災都市に作り直す。神戸市や陸前高田市が該当
する。 
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いを取り戻すことが目標である。特に市への提言として以下の３点を明示している（2015 年の
秋には、陸前高田市でも商業ゾーンの建設が着手される予定である）。 
① 商工会館の建設への支援と、まちづくりの拠点として活用するための連携 
② コンパクトなまちづくりの実現のために、商業ゾーンと住居ゾーンの近接配置と官公庁、
道の駅等を商業ゾーンに隣接配置 
③ 浸水域を活用した新たな事業機会を創出ならびに、第一次産業と商工業の連携、これに
防災対策を組み合わせる 
 ところでヨーロッパの都市中心部の構造をみると、広場を中心にして市役所、教会、商工会
議所などが広場を囲み、囲まれた広場ではさまざまな行事が開催されている。例えば、市場〈い
ちば〉、競技、演説、貧しい人への炊き出しなどで常に賑わっている。日本の都市は、車社会へ
の対応に熱心なあまり、中心部の魅力の活用を軽視し過ぎたのかもしれない。さて、陸前高田
市の中心部をどのように構築していくのか。商工会の上記のプランを陸前高田市はどのように
実現化していくのか。 
 かさ上げに 30％の土地が減歩になり住民は困惑気味だし、貸店舗で経営していた人は、グ
ループ補助金が全く出ないといった（自前の店舗だと、再建資金の４分の３の補助金が支給）
難問が山積している。新しい中心市街地への意向調査は未見であるが、UR 主導のこの中心市
街地のゾーニングプランが、市民や店舗を経営する人の声をどのくらい反映できているのか。 
自然豊かな陸前高田市が、多くの歴史文化遺産を活かしつつ、魅力ある中心市街地を取り戻
すためには、市民、NPO、市役所、国・県そして企業や大学などを含めた多様な主体が相互に
連携をとりながら、地域にとって必要なプロジェクトの順位付けを最初に実行することである。
地域における数多くの部分的な連携が、地域の個性やコミュニティ活動を踏まえた「協働のま
ちづくり」の実現に向かうのである。 
少し話しは脇道にそれるが、イギリスは 1980 年代のサッチャーリズムを経験して、トニー・
ブレアの「第三の道」に突入した。そこでは新しい地域主義 new localism として、コミュニティ
戦略、つまり LSP14）を各自治体に立ち上げさせ、地域の社会的・経済的問題の解決に対処して
きた。詳細は省略するが、日本において「日本型 LSP」をどのように構築していくか、難問で
あるが、健全な民主主義の確立のためにもこの構築作業は必要である。被災地域は、まさにこ
の「日本型 LSP」の構築には打って付けの場所である。 
 
                                                     
14）LSP の研究は、最近数多く見られる。文献リストの 4、11､そして注 10 の拙稿を参考。また、本格的な
調査に基づいた論文としては次のものが優れている。 
中西典子（2010）「英国のコミュニティ・ケア改革とパートナーシップ」地域創生研究年報（立命館大学）
第 5 号、PP. 121～145。 
－ 107 － 
初稿の校正終了が、ちょうど阪神大震災から 20 年目の 1 月 27 日になった。レジリエンス、コミュニティ
再興、創造的復興、事前復興、復興災害など多くの項目が言及・検討できなかった。時間、能力、行動力
などの不足が要因である。緻密な研究と積極的な行動力が問われていることは確かである。なお、本稿作
成にあたり、小池洋一氏（立命館大学経済学部）から膨大な資料の提供を受けたことに、感謝致します。 
また、小池氏同様、イギリスのサセックス留学でお世話になった篠田武司氏（立命館大学産業社会学部）
が昨年急死されました。ご冥福をお祈り致します。 
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